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２００８年１月  
 

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
――埼埼玉玉県県経経済済動動向向調調査査――   

１ 経済の概況  

  ◎ 埼玉県経済   

 

 　１０月の鉱工業生産指数は、１０１．６（季節調整済値、２０００年＝１００）で、前月比＋７．４％と２か月ぶ
りに上昇した。前年同月比は＋８．６％と２か月ぶりに前年を上回った。
　生産は、緩やかな上昇傾向にある。

生産
緩やかな上昇傾向

雇用
このところ改善の動きが弱まっている

　１１月の有効求人倍率（季節調整値）は０．９９倍で前月比▲０．０２Ｐとなり、８か月ぶりに１倍を下回った。
完全失業率（南関東）は３．５％と４か月ぶりに前月を下回った。
　県内の雇用情勢は、このところ改善の動きが弱まっている。

物価
緩やかながら上昇傾向

　１１月の消費者物価指数（さいたま市）は、生鮮食品を含む総合で１００．５となり、前月比▲０．２％と２
か月ぶりに低下した。前年同月比は＋０．７％と３か月連続で上昇した。
　消費者物価は緩やかながら上昇傾向にある。

消費

やや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している

　１１月の家計消費支出は２９９，９９５円で、前年同月比▲０．９％と５か月ぶりに前年を下回った。
　１１月の大型小売店販売額は、店舗調整済（既存店）販売額が前年同月比▲０．３％と５か月連続で減少
した。また店舗調整前（全店）は前年同月比＋１．２％と４か月連続で増加した。
　１２月の新車登録・届出台数は、前年同月比で▲１１．６％と１２か月連続で前年を下回った。
　消費はやや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している。

住宅 　１１月の新設住宅着工戸数は、持家・貸家・分譲の３部門全てで前年同月比減少した。全体では
４，９４５戸となり、前年同月比▲１９．８％と５か月連続で前年を下回った。住宅着工は、改正建築
基準法施行の影響もあり、持ち直しの動きがみられるものの、依然として低い水準にある。

倒産
緩やかな増加傾向

　１２月の企業倒産件数は４７件で、前年同月比＋１７．５％となり、７か月連続で前年を上回った。負債総
額は１４３億３千１百万円となり、前年同月比＋１０５．７％と２か月連続で前年を上回った。倒産件数、負債
総額とも、緩やかな増加傾向にある。

景況
判断

３期連続で悪化

　埼玉県四半期経営動向調査（１９年１０～１２月期調査）にて企業経営者の景況判断をみると、景況感DI
は▲５７．２と前期（１９年７～９月期調査）比７．９ポイント低下し、３期連続で悪化した。今後の見通しは、
先行き懸念が強まっている。

設備
投資

１９年度下期、１９年度通期とも増加見込み

　財務省　法人企業景気予測調査（埼玉県分）（１９年１０～１２月期調査）によると、１９年度下期の設備投
資計画額は、前年同期比２３．７％の増加見込み、１９年度通期は、前年比２０．６％の増加見込みとなっ
ている。

持ち直しの動きがみられるものの、依然として低い水準にある

 

＜２００７年１０月～２００７年１２月の指標を中心に＞  

横ばい圏内の動きとなっている県経済 
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◎ 日本経済  

 

内閣府「月例経済報告」   ＜２００８年１月１８日＞  
 
（我が国経済の基調判断）  

景気は、一部に弱さがみられるものの、回復している。  

 
・企業収益は、改善に足踏みがみられる。設備投資は、緩やかに増加して

いる。  
 ・雇用情勢は、厳しさが残るなかで、このところ改善に足踏みがみられる。

・個人消費は、おおむね横ばいとなっている。  
・住宅建設は、持ち直しの動きがみられるものの、依然として低い水準に

ある。  
 ・輸出は、増加している。生産は、緩やかに増加している。  
 
 先行きについては、企業部門が底堅く推移し、景気回復が続くと期待され

る。一方、サブプライム住宅ローン問題を背景とするアメリカ経済の下振れ

リスクや金融資本市場の変動、原油価格の動向が内外経済に与える影響等に

は留意する必要がある。                        

 
（政策の基本的態度）  
 政府は、12月19日、「平成20年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態
度」を閣議了解した。同月24日、平成20年度予算政府案（概算）を閣議決定
した。また、1月18日、経済財政に関する政府の新しい中期方針と展望を示し
た「日本経済の進路と戦略―開かれた国、全員参加の成長、環境との共生―」

及び「平成20年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」を閣議決定し、
平成20年度予算を国会に提出した。政府は、「日本経済の進路と戦略」と「経
済財政改革の基本方針2007」を一体として、改革を推進する。  
原油価格の高騰にかんがみ、政府は、12月25日に「原油価格の高騰に伴う

中小企業、各業種、国民生活等への緊急対策の具体化について（取りまとめ）」

を取りまとめた。また、財政規律を緩めないとの方針の下で、国民生活の安

全・安心、地域活性化、原油価格高騰対応等にも配慮した補正予算を同月20
日に閣議決定した。  
民間需要主導の持続的な成長を図るとともに、これと両立する安定的な物

価上昇率を定着させるため、政府と日本銀行は、上記基本方針に示されたマ

クロ経済運営に関する基本的視点を共有し、政策運営を行う。  
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２ 県内経済指標の動向  

 ※ 経済指標のうち、「前月比（季節調整値）」は経済活動の上向き、下向きの傾  
   向を示し、「前年同月比（原指数）」は量的水準の変動を示します。 

 

（１） 生産・出荷・在庫動向（鉱工業指数）  

●緩やかな上昇傾向  

 
 

生　産　指　数
（対前年同月比・原指数）
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埼玉県の主要業種　生産指数
（対前年同月比・原指数）
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％ 電気機械 化　学 一般機械 輸送機械

 
 
 

●１０月の鉱工業生産指数は、１０１．６（季節調整済値、２０００年＝１００）

で、前月比＋７．４％と２か月ぶりに上昇した。前年同月比は＋８．６％と２

か月ぶりに上昇した。  
●前月比を業種別でみると、化学工業、輸送機械工業など１９業種中１５業種が

上昇し、食料品工業、窯業・土石製品工業など４業種が低下した。  
  
 生産は、緩やかな上昇傾向にある。  

【生産のウエイト】  

・県の指数は製造工業 (18)と鉱業 (1)

の１９業種に分類されています。

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の生産ウエイトは以下の通り。

①化学工業22.3% ⑤ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 8.5%

②電気機械17.0% ⑥食料品 6.3%

③輸送機械11.3% ⑦金属製品6.0%

④一般機械10.4%  その他  18.2%
（出所：県「鉱工業指数」基準時=2000年）
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出　荷　指　数
（対前年同月比・原指数）
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％ 埼玉県 全国
出　荷　指　数
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埼玉県の主要業種　出荷指数
（対前年同月比・原指数）
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【出荷のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の出荷ウエイトは以下の通り。

①輸送機械22.7% ⑤ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 7.3% 

②電気機械20.1% ⑥食料品 5.3% 

③化学工業14.1% ⑦金属製品4.2% 

④一般機械  9.9%  その他  16.4% 
（出所：県「鉱工業指数」基準時=2000年）

●１０月の鉱工業出荷指数は１０５．８（季節調整値、２０００年＝１００）で、前

月比＋８．７％と２か月ぶりに上昇した。前年同月比は＋８．４％と２か月ぶりに

上昇した。  
●前月比を業種別でみると、輸送機械工業、化学工業など１９業種中１６業種が上昇

し、食料品工業、木材・木製品工業など３業種が低下した。  

【鉱工業指数】  
・鉱工業指数は製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きをフォローする統計です。  

・基準時点（2000年）を１００として指数化したものです。  

・生産指数と出荷指数は、通常景気の山、谷とほぼ同じ動きを示してきたとされており、

景気動向指数の一致系列に入っています。  

・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の約２割程度となっています。生産活動の動きは、

景気に敏感に反応する性質を持つので、景気観測には欠かせない指標です。  
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在　庫　指　数
（対前年同月比・原指数）
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埼玉県の主要業種　在庫指数

（対前年同月比・原指数）
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●１０月の鉱工業在庫指数は、１０２．６（季節調整済値、２０００年＝１００）

となり、前月比▲２．２％と２か月ぶりに低下した。前年同月比は▲７．７％

と１５か月連続で前年水準を下回った。  
●前月比を業種別でみると、電気機械工業、金属製品工業など１９業種中９業種

が上昇し、輸送機械工業、ゴム製品工業など１０業種が低下した。  

【在庫のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の在庫ウエイトは以下の通り。

①電気機械23.3% ⑤金属製品8.0% 

②一般機械16.3% ⑥化学工業5.0% 

③輸送機械11.9% ⑦非鉄金属4.7% 

④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 10.1%  その他  20.7% 
（出所：県「鉱工業指数」基準時=2000年）

 【平成15年1月分からの「鉱工業生産指数（２０００年＝１００）」の推移】  
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●１１月の新規求人倍率は１．４

８倍で、前月比＋０．０４ポイ

ントと２か月ぶりに上昇した。

●前年同月比は０．１３ポイント

下回った。  

●１１月の完全失業率（南関東）

は３．５％で、前月比０．３ポ

イント下回った。  
●前年同月比は０．３ポイント下

回った。  

（２）雇用動向  

●このところ改善の動きが弱まっている  
 

 
 
 
 
 
 

有効求人倍率
（学卒除き・パート含む）
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埼玉県の有効求人
・求職者数推移
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新規求人倍率
（学卒除き・パート含む）
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完全失業率
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●１１月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む )は
０．９９倍（前月比▲０．０２Ｐ）と３か月連続の低下となった。  

●有効求職者数は８０，５１０人と２４か月連続で前年実績を下回った。有効求人

数は８３，１０５人と１０か月連続で前年実績を下回った。  
完全失業率（南関東）は前月比０．３ポイント改善したものの、有効求人倍率は

８か月ぶりに１倍を下回り、このところ改善の動きが弱まっている。  
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●１０月の所定外労働時間（製造

業）は１８．１時間。  
●前年同月比は▲４．４％と２か

月連続で前年実績を下回った。

 

●１０月の現金給与総額指数  

（２００５年＝１００）は  

８５．３となり、前年同月比＋

１．４％と９か月連続で前年実

績を上回った。  

●１０月の常用雇用指数    

（２００５年＝１００）は  

９７．８となり、前年同月比▲

３．３％と１１か月連続で前年

実績を下回った。  
 

現金給与総額指数
（調査産業計　対前年同月比）
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所定外労働時間
（製造業　対前年同月比）
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常用雇用指数

（調査産業計　対前年同月比）
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【完全失業率】  
・完全失業率は、労働力人口に占める完全失業者の割合です。  
・完全失業者とは、仕事を持たず、仕事を探しており、仕事があればすぐ就くことができる者

のことをさします。  
【現金給与総額指数】  
・現金給与総額とは、賃金、手当て、ボーナスなど、労働者が受け取った現金のすべてで、所

得税や社会保険料を支払う前の額です。  
【所定外労働時間指数】  
・いわゆる残業のこと。就業規則などで定められた始業から終業までの時間以外の労働時間。  
【常用雇用指数】  
・有効求人倍率はハローワークを通した求人、求職の希望の数字ですが、常用雇用指数は、実

際に雇われている雇用の実態を映すものです。  
【調査産業計】  
・現金給与総額指数及び常用雇用指数における調査産業計とは、農林漁業を除く全産業。  
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（３） 物価動向  

●緩やかながら上昇傾向  

 
 

消費者物価指数
（総合　対前年同月比）
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

％ さいたま市 全国消費者物価指数
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

2005年＝100 さいたま市 全国

 
 
 
 
 

●１１月の消費者物価指数（さいたま市 ２００５年＝１００）は生鮮食品を

含む総合で１００．５となり、前月比▲０．２％と２か月ぶりに低下した。前

年同月比は＋０．７％と３か月連続で上昇した。  
●前月比が低下したのは、「教養娯楽」、「食料」などの低下が主な要因となっ

ている。なお、「被服及び履物」などは上昇した。  
●前年同月比が上昇したのは、「住居」、「食料」などの上昇が主な要因となっ

ている。なお、「家具・家事用品」などは低下した。  
 
 消費者物価は、前月比で低下したものの、前年同月比は３か月連続で上昇して

おり、緩やかながら上昇傾向にある。  

【消費者物価指数】  
・消費者物価指数は、世帯の消費構造を固定し、これと同等のものを購入した場合の費用

がどのように変化するかを、基準年を100として指数化したもので、消費者が購入する

財とサービスの価格の平均的な変動を示すものです。  

・デフレとは一般的に消費者物価指数が2年以上持続して低下している状況のことをいい

ます。  

・デフレはモノが安くなるものの、企業所得低下が賃金低下を招くなど不況を深刻化させ

る要因ともなります。  
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（４） 消費  

 ●やや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している  

家計消費支出
（関東地方　全世帯）
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

千円
家計消費支出
（対前年同月比）
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

％ 関東地方 全国

大型小売店販売額
対前年同月比　店舗調整済（既存店）
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出所：経済産業省「商業販売統計速報」

％ 埼玉県 全 国大型小売店販売額
対前年同月比　店舗調整前（全店）
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出所：経済産業省「商業販売統計速報」

％ 埼玉県 全 国

 

●１１月の家計消費支出（関東地方：全世帯）は、２９９，９９５円となり、前

年同月比▲０．９％と５か月ぶりに前年実績を下回った。  

●１１月の大型小売店販売額【店舗調整前（全店）】は、９３６億円となり、

前年同月比＋１．２％と４か月連続で増加した。店舗調整済（既存店）販売

額の前年同月比は▲０．３％と５か月連続で減少した。  
 
● 業態別では、 

百貨店（県内調査対象店舗２１店舗）は、改装、催事、セール等の効果により「飲

食料品」や「家庭用品」等に動きがみられたほか、気温の低下により一部「衣料品」

に動きがあった。これにより、店舗調整前（全店）及び店舗調整済（既存店）とも前

年同月比＋０．３％となり、いずれも３か月ぶりに増加した。 

スーパー（同２５３店舗）は、天候要因等により主力の「飲食料品」、「衣料品」、「家

庭用品」等に動きがみられた。これにより、店舗調整済（既存店）は前年同月比▲

０．６％と２３か月連続で減少したものの、店舗調整前（全店）は同＋１．７％と４か

月連続で前年を上回った。 
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新車登録届出台数
（対前年同月比　乗用＋軽）
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会
埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

％ 埼玉県 全 国新車登録届出台数
（埼玉県　乗用＋軽）

10

20

30

40

4月 7月 10
月

H1
7年
1月 4月 7月 10

月

H1
8年
1月 4月 7月 10

月

H1
9年
1月 4月 7月 10

月

出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会
埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

千台

 

 

●１２月の新車登録・届出台数（普通乗用車＋乗用軽自動車）は、１６，１５６

台となり、前年同月比▲１１．６％と１２か月連続で前年実績を下回った。  

新車登録・届出台数は前年同月比で１２か月連続減少している。家計消

費支出は５か月ぶりに前年実績を下回ったものの、大型小売店販売額はおお

むね横ばいで推移している。  
消費は、やや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している。  

【家計消費支出】  
・全国約９千世帯での家計簿記入方式による調査から計算される１世帯当たりの月間

平均支出で、消費動向を消費した側からつかむことができます。  

・家計消費支出は景気動向指数の遅行系列に入っています。  

・核家族化により世帯人数が減少するなど、１世帯当たりの支出は長期的に減少する

傾向があり、その影響を考慮する必要があります。  

【大型小売店販売額】  
・大型百貨店（売場面積が政令都市で3,000㎡以上、その他1,500㎡以上）と大型スー

パー（売場面積1,500㎡以上）における販売額で、消費動向を消費された側から捉え

た業界統計です。  

・専門店やコンビニなどが対象となっていないため、消費の多様化が進むなか、消費

動向全般の判断には注意が必要です。  

・既存店とは、当月及び前年同月とも調査の対象となっている事業所をいい、既存店

販売額は全店販売額に比べ店舗数の増減による影響が取り除かれた指標となって

います。なお、全店販売額は、例えば新店舗開業によって既存店の顧客が奪われて

しまうといったことがあっても、増減が出てこないことから、大型小売店全体の販

売動向を把握するのに活用されます。  
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（５）住宅投資  

●持ち直しの動きがみられるものの、依然として低い水準にある  

新設住宅着工戸数
（対前年同月比）
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

％ 埼玉県 全 国新設住宅着工戸数
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千戸

 

県内新設住宅種別着工戸数
（対前年同月比）
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

％
持家 貸家 分譲

 

 

● １１月の新設住宅着工戸数は４，９４５戸となり、前年同月比▲１９．８％と

５か月連続で前年実績を下回った。これは、主として改正建築基準法の施行（６

月２０日）が大きな要因となっている。  
住宅着工は、持ち直しの動きがみられるものの、依然として低い水準にある。  

●着工戸数を種別でみると、改正建

築基準法施行の影響もあり、持家

（前年同月比▲１．３％）、貸家

（同▲１１．２％）、分譲（同▲

３８．１％）と３部門とも減少と

なり、全体でも前年同月比  ▲

１９．８％となった。  

【新設住宅着工戸数】  
・住宅投資は、ＧＤＰのおおむね５％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるに

は色々な材料が必要となり、また、建設労働者など多くの人に働いてもらわなければ

なりません。さらには入居する人は電気製品など新たに買換えることが多く、様々な

経済効果を生み出します。  

・政府は景気が悪くなると、金利の引き下げや融資枠の拡大などによる景気対策により、

マンション、持家を購入しやすいように仕向けます。景気対策が本当に効果を表して

いるかを知る上でも、住宅着工は役立ちます。  
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（６） 企業動向  

 ①倒産  
●緩やかな増加傾向  

 

企業倒産件数
（負債１千万以上　対前年同月比）

-20

0

20

40

60

80

100

120

12
月

H1
9年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10

月
11
月
12
月

出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況

％ 埼玉県 全 国企業倒産件数
（負債１千万以上）
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況」
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●１２月の企業倒産件数は４７件となり、前年同月比＋１７．５％と７か月連

続で前年実績を上回った。  
●同負債総額は、１４３億３千１百万円となり、前年同月比＋１０５．７％と２

か月連続で前年実績を上回った。  
負債総額１０億円以上の大口倒産が、不動産管理（負債総額約２５億円）、流

通加工（同約１９億円）、建設機械リース（同約１９億円）の３件発生した。

 
倒産件数、負債総額とも、緩やかな増加傾向にある。  

 
【企業倒産件数】  
・倒産は景気変動、景気悪化の最終的な悪い結論です。  

・景気が回復し始めても、倒産件数は増え続けます。倒産がまだそれほど増えていない

状態で、景気が大底（最悪期）を迎えていることもあります。  
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②景況感  
○経営者の景況感と今後の景気見通し  
平成１９年１２月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」に

よると、現在の景況感は３期連続で悪化し、今後の見通しは先行き懸念が強ま

った。  
 

【現在の景況感】  
自社業界の景気について、「好況である」とみる企業は３．２％、「不況で

ある」が６０．４％で、景況感のＤＩ(「好況である」－「不況である」の企業

割合)は▲５７．２となった。前期(▲４９．３)と比較すると７．９ポイント低

下し、３期連続で悪化した。 
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【今後の景気見通し】  
今後の景気見通しについて、「良い方向に向かう」とみている企業は３．２

％で前期（５．０％）に比べ減少し、「悪い方向に向かう」が４５．０％で前

期（２７．２％）に比べ大幅に増加した。 
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○ 平成１９年１０～１２月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」に

よると、景況判断ＢＳＩ（現状判断）を規模別にみると、大企業は「上昇」超幅が縮小

し、中堅企業は「下降」超幅が変わらず、中小企業は「下降」超幅が拡大した。  
 
先行きについては、大企業は「上昇」超で推移する見通し、中堅企業、中小企業は「下

降」超で推移する見通しとなっている。  
 

     景況判断ＢＳＩ                        （単位：％ポイント）  

 19年7～9月  

前回調査  

19年10～12月

現状判断  

20年1～3月  

見通し  

20年4～6月  

見通し  

全規模（全産業）  ▲７．９ ▲１０．２ ▲１２．４  ▲４．９

大企業  １６．７ ９．４ ３．１  ４．７ 

中堅企業  ▲１４．０ ▲１４．０ ▲６．０  ▲２．０

 中小企業  ▲１８．４ ▲１９．６ ▲２４．１  ▲１１．６

 製造業  ▲４．５ ▲１２．０ ▲１４．５  ▲７．２

 非製造業  ▲９．８ ▲９．１ ▲１１．２  ▲３．５

                          （回答企業数２２７社）  
 
※ＢＳＩ（ビジネス･サーベイ･インデックス）：増加・減少などの変化方向別回答企業数の構成比から全体の趨勢を判断

するもの。 ＢＳＩ＝（「上昇」等と回答した企業の構成比－「下降」等と回答した企業の構成比）。企業の景況判断

等の強弱感の判断に使用するＤＩと同じ意味合いをもつ。  
 
※ 大 企 業   ： 資 本 金 １ ０ 億 円 以 上  
中 堅 企 業 ： 資 本 金 １ 億 円 以 上 １ ０ 億 円 未 満  

 中 小 企 業 ： 資 本 金 １ 千 万 円 以 上 １ 億 円 未 満  
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③設備投資  
 
○ 平成１９年１０～１２月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」に

よると、１９年度下期の設備投資計画額は、全規模・全産業で前年同期比２３．７％

の増加見込みとなっている。  
  これを規模別にみると、大企業、中小企業は増加見込み、中堅企業は減少見込みとな

っている。  
また、製造業は前年同期比５０．１％の増加見込み、非製造業は同▲６．６％の減

少見込みとなっている。  
  １９年度通期は、全規模・全産業で前年比２０．６％の増加見込みとなっている。  
 

     設備投資計画                     （前年同期比増減率：％）  

    

 上期  下期  19年度  

全規模・全産業  １６．２ ２３．７ ２０．６

大企業  ２６．４ ３１．９ ２９．６ 

中堅企業  １１．７ ▲６．９ ▲０．０

 中小企業  ▲７５．６ １．０ ▲５４．３

 製造業  ６．１ ５０．１ ３１．６

 非製造業  ２７．８ ▲６．６ ７．９

                         （回答企業数２２７社）  

 
 
 
 
○ 平成１９年６月調査の日本政策投資銀行「２００６・２００７・２００８年度 設備

投資動向調査」における埼玉県内の２００７年度設備投資計画は、製造業は伸び率が

鈍化するも増加を維持し、非製造業も３年連続で増加することから、全産業で３年連

続の増加となる。（計画額４，２４９億円、対前年度比１３．１％増）。  
   

    埼玉県内設備投資動向                    （単位：億円、％）  

 ２００６年度  

実績  

２００７年度  

計画  

０７年度計画  

伸び率 

０８年度計画  

伸び率 

全産業 ３，７５５ ４，２４９ １３．１ ▲２０．６

製造業 １，６４１ １，７６６ ７．６ ▲２．８ 

非製造業 ２，１１５ ２，４８３ １７．４ ▲２４．９

（回答企業数４４９社）  
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３ 経済情報  

（１）他調査機関の経済関係報告  

関東経済産業局「管内の経済動向」 《平成１９年１１月を中心に》  
                             ２００８年１月１１日 

《 管内経済は、一部に弱い動きがみられるものの、  

緩やかに回復している 》  

  
●ポイント  

 
  
 
 
 
 

 
 
 
 
●経済動向の概況  

  
個人消費は、底堅く推移しているものの、やや弱い動きがみられる。 

  コンビニエンスストア販売額は底堅く推移し、大型小売店販売額及び乗用車新規登録台数は前

年同月を上回ったものの、景気の現状判断ＤＩは引き続き５０を下回るなど、やや弱い動きがみ

られる。 

大型小売店販売額は、天候要因の影響により動きの鈍かった季節商材に動きがみられたことか

ら、３か月ぶりに前年同月を上回った。百貨店は、改装、催事、セール等の効果により「飲食料

品」や「家庭用品」等に動きがみられたほか、気温の低下により一部「衣料品」に動きがあった

ことから、３か月ぶりに前年同月を上回った。スーパーは、天候要因等により主力の「飲食料品」、

「衣料品」、「家庭用品」等に動きがみられたことから、３か月ぶりに前年同月を上回った。コ

ンビニエンスストア販売額は５か月連続で前年同月を上回った。乗用車新規登録台数（軽乗用車

を含む）は、小型乗用車及び軽乗用車が前年同月を下回ったものの、普通乗用車が前年同月を上

回ったことから、全車種では２か月連続で前年同月を上回った。実質消費支出（家計調査、全世

帯）は９か月ぶりに前年同月を下回った。景気の現状判断ＤＩ（景気ウォッチャー調査、家計動

向関連）は２か月ぶりの低下となり、８か月連続で横ばいを示す５０を下回った。景気の先行き

判断ＤＩ（家計動向関連）は２か月連続の低下となり、６か月連続で５０を下回った。 

（11月大型小売店販売額：既存店前年同月比+0.7％、百貨店販売額：同+0.6％、スーパー販売額

：同+0.8％、11月コンビニエンスストア販売額：全店前年同月比+1.8％、11月乗用車新規登録

台数：前年同月比+0.9％、11月消費支出（家計調査、全世帯）：前年同月比（実質）▲1.8％）

 

管内経済は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに回復している。  
・個人消費は、底堅く推移しているものの、やや弱い動きがみられる。  
・住宅着工は、５か月連続で前年同月を下回り、大幅な減少で推移してい

る。  
・公共工事は、２か月ぶりに前年同月を下回り、低調に推移している。  
・雇用情勢は、改善が続いているものの、弱い動きとなっている。  
・鉱工業生産活動は、横ばい傾向で推移している。  
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住宅着工は、５か月連続で前年同月を下回り、大幅な減少で推移している。  

  新設住宅着工戸数は、持家、貸家及び分譲住宅が前年同月を下回ったことから、全体では５か

月連続で前年同月を下回った。主として改正建築基準法の施行（６月２０日）の影響により、前

年同月比で大幅な減少で推移している。  

  （11月新設住宅着工戸数：前年同月比▲31.7％）  

 

公共工事は、２か月ぶりに前年同月を下回り、低調に推移している。  

  公共工事は、２か月ぶりに前年同月を下回り、国、地方の予算状況を反映して、引き続き低

調に推移している。  

  （11月公共工事請負金額：前年同月比▲0.7％）  

 
雇用情勢は、改善が続いているものの、弱い動きとなっている。  

  雇用情勢は、完全失業率は前年同月を下回るなど改善が続いているものの、新規求人数は減少

に転じ、有効求人倍率は低下傾向にあるなど、弱い動きとなっている。 

有効求人倍率は５か月連続の低下となった。新規求人数は２か月ぶりに減少となった。事業主

都合離職者数は２か月連続で前年同月を上回った。南関東の完全失業率は９か月連続で前年同月

を下回った。 

  （11月有効求人倍率〈季調値〉：1.13倍、11月南関東完全失業率〈原数値〉：3.5％） 

  ※南関東とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

 
鉱工業生産は横ばい傾向で推移している。  

鉱工業生産指数は、一般機械工業、電気機械工業等が低下したものの、情報通信機械工業、精

密機械工業、非鉄金属工業、石油・石炭製品工業等が上昇したことから、２か月連続の上昇とな

った。総じてみれば、横ばい傾向で推移している。  

主要業種の生産動向をみると、電子部品・デバイス工業はアクティブ型液晶素子等が減少した

ものの、シリコンウエハ等の増加により好調に推移している。一般機械工業は半導体製造装置等

が減少したものの、分離機器等の増加により堅調に推移している。輸送機械工業は乗用車ボデー

等が減少したものの、駆動伝導・操縦装置部品等の増加により引き続き高水準で推移している。

鉄鋼業は引き続き高水準で推移している。情報通信機械工業は携帯電話等の増加によりこのとこ

ろやや持ち直しの動きが見られる。  

なお、全国の製造工業生産予測調査によると、１２月は上昇、１月は横ばいを予測している。

（11月鉱工業生産指数：前月比+0.2%、出荷指数：同▲2.4%、在庫指数：同+2.4％）  
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財務省関東財務局～「最近の埼玉県の経済情勢」   ２００８年１月  
                             
（総括判断）  

一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに回復している。  

 
（今回のポイント）  
 個人消費は持ち直しの動きが続いているものの、住宅建設は低調に推移している。 

企業の設備投資は増加見込みとなっている。 

製造業の生産は堅調に推移しており、企業収益は増益見込みとなっている。 

雇用情勢は改善の動きが弱まっている。 

 

（具体的な特徴等） 

個別項目 今回の判断 主な特徴 

個人消費 
持ち直しの動きが続

いている。 

大型小売店販売額をみると、百貨店販売額、スーパー

販売額ともに概ね横ばいとなっており、緩やかながらも

持ち直しの動きが続いている。 

コンビニエンスストア販売額は、引き続き堅調に推移

している。 

乗用車の新車登録届出台数は、普通車が前年を上回っ

て推移しているものの、小型車、軽乗用車が引き続き前

年を下回っていることから、全体としては弱い動きとな

っている。 

さいたま市の家計消費支出は、足もとで前年を下回っ

ている。 

住宅建設 低調に推移している。 

 新設住宅着工戸数をみると、建築基準法改正の影響が

みられるなか、貸家、分譲住宅は前年を大幅に下回って

おり、その影響から回復しつつある持家も弱い動きが続

いている。 

設備投資 
19年度は増加見込み

となっている。 

法人企業景気予測調査（19年10～12月期調査）で19年

度の設備投資計画をみると、製造業では前年比31.6%の増

加見込み、非製造業では同7.9%の増加見込みとなってお

り、全産業では同20.6%の増加見込みとなっている。 

生産活動 堅調に推移している。 
 電気機械は概ね横ばいとなっており、一般機械は足も

とで増加している。化学、輸送機械は堅調に推移してい

る。 

企業収益 
19年度は増益見込み

となっている。 

法人企業景気予測調査（19年10～12月期調査）で19年

度の経常損益（除く金融・保険、電気・ガス・水道）を

みると、製造業では前年比▲14.2%の減益見込み、非製造

業では同20.2%の増益見込みとなっており、全産業では同

0.6%の増益見込みとなっている。 

企業の景

況感 

大企業は「上昇」超幅

が縮小、中堅企業、中

小企業は引き続き「下

降」超で推移。 

法人企業景気予測調査（19年10～12月期調査）の景況

判断ＢＳＩでみると、大企業は「上昇」超幅が縮小し、

中堅企業は「下降」超幅が変わらず、中小企業は「下降」

超幅が拡大した。 

 

雇用情勢 
改善の動きが弱まっ

ている。 

 完全失業率は、前年を下回って推移している。 

有効求人倍率は、低下している。 

新規求人数は、このところ減少している。  
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財務省関東財務局～「管内経済情勢報告」   ２００８年１月  
                        

（総括判断）  

一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに回復している。  

 
（総論）  
最近の管内経済情勢をみると、個人消費は緩やかに回復しているものの、住宅建設は

低調に推移している。 

企業の設備投資は増加見込みとなっており、輸出は前年を上回っている。 

こうした需要動向のもと、製造業の生産は堅調に推移しており、企業収益は増益見込

みとなっている。 

雇用情勢はこのところ改善の動きが弱まっている。 

このように管内経済は一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに回復している。 

なお、先行きについては、世界経済や原油価格の動向等を注視していく必要がある。
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（２）経済関係日誌（１２／２３～１／２３）（日本経済新聞等の記事を要約） 

◎ 政治経済・産業動向  
１２／２３ 自治体借金償還 ５兆円繰り上げ承認【総務省】  
総務省は12月22日、地方自治体が国などから高金利で借り入れた借金のうち、5兆3百億円を繰り上げ償還
する計画を認めたと発表した。本来は将来の利子分に相当する「補償金」を払う必要があるが、2007年度
から3年間の特例措置で免除する。行政改革が条件。  
 
１２／２７ 地方公務員数、前年比１．６％減【総務省】  
総務省は12月26日、4月1日時点の地方公務員数(警察・教職員含む)が2,951,296人と、前年に比べ1.6%減っ
たと発表した。調査を始めた1975年以降で最大の減少率。団塊世代の職員が定年を迎えているのに加え、
行革などで新規採用を抑えたことが影響した。  
 
１２／２７ ２００６年の名目GDP 日本、世界の１０％割る  
2006年の世界の名目GDPに占める日本の割合が9.1%となり、24年ぶりに10%の大台を割り込んだことが判明
した。ﾋﾟｰｸ時の1994年と比べて半減。国民1人当たりの名目GDPでも順位を下げた。円安や、ﾃﾞﾌﾚ脱却の出
遅れで名目経済成長率が伸び悩んだことが背景にある。  
 
１２／２８ ３セク経営、３分の１赤字【総務省】  
総務省は12月27日、地方自治体が出資する第3ｾｸﾀｰや土地開発公社など3公社、地方独立行政法人の2006年
度末の状況をまとめた。25%以上出資するなど、自治体と関係が深い3ｾｸの経営状況は、6524法人のうち33.3%
が赤字だった。05年度末の36.5%からは小幅改善した。ただ債務超過の法人は375あり、比率は5.7%と0.2ﾎﾟ
ｲﾝﾄ悪化した。  
 
１／１   ２００７年生まれの赤ちゃん 戦後２番目の少なさ【厚生労働省】  

2007年生まれの赤ちゃんは109万人と、戦後2番目に少なくなる見通しであることが厚生労働省が1日付で公
表した人口動態統計の年間推計でわかった。6年ぶりに増加に転じた前年に比べ、約3千人減る見通し。死
亡数は前年比で2万2千人増え110万6千人となり、戦後2番目の多さとなった。  
 
１／１   ２００７年、結婚 再び減る【厚生労働省】  

厚生労働省が1日付で公表した2007年の人口動態統計の年間推計によると、婚姻・離婚件数はともに減少し
た。婚姻件数は71万4千組と、5年ぶりに増加した前年に比べ1万7千組減った。婚姻の減少は将来の少子化
に拍車をかける要因になりそうだ。  
 
１／９  日本の平均気温 今世紀末、最大４．７度上昇【環境省】  

環境省は8日、地球温暖化が進むと21世紀末における日本の平均気温が20世紀末に比べて最大4.7度上昇する
との試算をまとめた。国連の気候変動に関する政府間ﾊﾟﾈﾙ（ IPCC）が使った予測ﾓﾃﾞﾙを国内に当てはめた。
 
１／１９ 初の三角合併が成立 ～日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙｸﾞﾙｰﾌﾟが米シティｸﾞﾙｰﾌﾟの完全子会社に～  

米シティｸﾞﾙｰﾌﾟは18日、日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙｸﾞﾙｰﾌﾟとの株式交換で、日興株1株に対しシティ株0.602株を割り当て
ると発表した。海外企業が自社株を利用して日本企業を買収する「三角合併」が初めて成立することにな
った。日興は23日に上場廃止となり、29日の株式交換を通じてシティの完全子会社となる。  
 
１／１９ 大学入試センター試験始まる ～５４万人受験～  

すべての国公立大学と約8割の私立大学が利用する大学入試ｾﾝﾀｰ試験が19日午前、大学や高校など全国736
の試験会場で始まった。今回の志願者数は昨年より1.8%少ない543,385人。少子化が響き、2年ぶりの減少と
なった。  
 
１／２１ 知事ら運動組織「せんたく」発足  

地域重視の政治の実現などを目指し、知事や有識者らが参加する運動組織「地域・生活者拠点で日本を洗
濯（選択）する国民連合」（せんたく）が20日、発足した。発起人代表は北川正恭早大教授。このほか東
国原宮崎県知事、松沢神奈川県知事ら14人が発起人に名を連ねた。  
 
１／２３ 米、０．７５％緊急利下げ ～景気悪化に歯止め～  

米連邦準備理事会(FRB)は22日、最重要の政策金利であるFF金利の誘導目標を緊急に0.75%引き下げ、年
3.5%にすると発表した。実施は即日。ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ問題を発端とする米景気の悪化や世界同時株安に歯止め
をかけるため、29、30日に予定される定例の米連邦公開市場委員会(FOMC)を待たずに大幅な追加利下げに
踏み切った。  
 
１／２３ 経済情勢「微妙な局面」【日銀総裁】  

日銀の福井俊彦総裁は22日、政策金利据え置きを決めた金融政策決定会合後の記者会見で、経済・金融情
勢について「先行きを判断する上で微妙な局面に差し掛かっている」との認識を表明した。世界的株安に
ついて「日本経済に対し逆資産効果や企業、消費者心理を通じてﾈｶﾞﾃｨﾌﾞな影響を及ぼすﾘｽｸがある」と指
摘した。  
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◎ 市場動向  
１２／２９ 日経平均株価、大幅続落 １万５３００円台  
東証では日経平均株価が大幅続落。12月28日の終値は1万5307円78銭となった。前日の米国株安や円高進
行に加え、ﾊﾟｷｽﾀﾝのﾌﾞｯﾄ元首相の暗殺が投資家心理を冷やし寄付きから売りが先行。年末年始の6連休を
控えた手じまい売りも目立ち、下げ幅は一時300円を超えた。  
 
１２／２９ 円相場、大幅反発 １ドル＝１１３円台  
円相場は大幅に反発。12月28日の終値は前日比1円15銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=113円10銭となった。前日の海
外市場の流れを引き継ぎ円買い・ﾄﾞﾙ売りが先行。その後、ﾊﾟｷｽﾀﾝを巡る地政学ﾘｽｸの高まりを背景にした
ﾄﾞﾙ売りも出て、円は大きく上昇した。  
 
１２／２９ 長期金利、１．５０％に低下  
12月28日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りは、1.5%ちょうどと昨年末に
比べて0.175%低下して今年の取引を終えた。この日はﾊﾟｷｽﾀﾝ情勢の悪化に対する懸念で株安が進み、債券
買いが優勢になった。  
 
１／５  日経平均株価、大幅続落 １万４６００円台  

東証では日経平均株価が大幅続落。1月4日の終値は1万4691円41銭となった。年末年始の休場中に外部環
境が悪化したことを受け、主力株を中心に外国人投資家中心とみられる持ち高整理の売りが先行した。大
発会としては7年ぶりの下落となった。  
 
１／５  円相場、大幅続伸 １ドル＝１０９円台  

円相場は大幅続伸。1月4日の終値は前年末より3円84銭円高・ﾄﾞﾙ安となる1ﾄﾞﾙ=109円26銭となった。米製
造業の景況感が悪化したことを背景に円買い・ﾄﾞﾙ売りが先行。原油先物相場が1ﾊﾞﾚﾙ100ﾄﾞﾙ台まで上昇し
たことで米景気の先行き不透明感が広がり、ﾄﾞﾙ売り圧力が強まった。  
 
１／１１ 長期金利、１．４４０％に低下  

10日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.030%低い1.440%に低
下(価格は上昇)した。銀行による買いが相場を主導した。株価の下落も債券買いにつながった。  
 
１／１２ 日経平均株価、大幅続落 １万４１００円台  

東証では日経平均株価が大幅続落。11日の終値は1万4110円79銭となった。前日の米国株高に加え、追加
利下げへの期待から朝方は小高く推移したが、買い一巡後は国内景気の減速懸念から小売りなど内需株が
売られて下げに転じた。  
 
１／１２ 円相場、反発 １ドル＝１０８円台  

円相場は反発。11日の終値は前日比91銭円高・ﾄﾞﾙ安となる1ﾄﾞﾙ=108円93銭となった。前日にﾊﾞｰﾅﾝｷ米連
邦準備理事会(FRB)議長が大幅な追加利下げを示唆したことに加え、米金融機関の住宅関連投資の損失が
拡大すると伝わり、円買い・ﾄﾞﾙ売りが進んだ。  
 
１／１２ 長期金利、一時１．４１％に低下  

11日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、一時前日比0.030%低い1.410%
に低下(価格は上昇)した。昨年12月4日以来の低水準。米国景気の後退懸念の高まりや、弱含む株価をみ
て、安全性の高い国債が買われた。  
 
１／１６ 円相場、続伸 １ドル＝１０７円台  

円相場は続伸。15日の終値は前週末比1円35銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=107円58銭となった。前日の海外市場の
流れを引き継ぎ円買い・ﾄﾞﾙ売りが優勢、108円台前半で取引が始まった。輸入企業のﾄﾞﾙ買いも出たが、
米金融機関の業績悪化のうわさなどを背景に、円買い・ﾄﾞﾙ売りが加速した。  
 
１／１７ 日経平均株価、４日続落 １万３５００円台  

東証では日経平均株価が4日間続落。16日の終値は1万3504円51銭となった。米景気の減速懸念を背景とす
る海外株式相場の下げに加え、対ﾄﾞﾙでの円高進行を嫌気した売りが主力株を中心に出て、ほぼ全面安の
展開だった。  
 
１／２２ 円相場、続伸 １ドル＝１０６円台  

円相場は続伸。21日の終値は前週末比89銭円高・ﾄﾞﾙ安となる1ﾄﾞﾙ=106円33銭となった。ﾌﾞｯｼｭ米大統領が
前週末発表した緊急景気対策が不十分との見方から、欧米投機筋の円買い・ﾄﾞﾙ売りが先行。ｱｼﾞｱ株が軒
並み大幅下落し、ﾘｽｸ資産から資金を回避させるための円買いが優勢になった。  
 
１／２３ 日経平均株価、連日の急落 １万２５００円台  

東証では日経平均株価が連日の急落となり、今年最大の下げを記録した。22日の終値は1万2573円05銭。
米景気の後退懸念による世界連鎖株安の様相が強まり朝方から売り一色に。中国やｲﾝﾄﾞなどｱｼﾞｱ株の急落
を嫌気して、午後に下げが加速した。  
 
１／２３ 長期金利、一時１．３１０％に低下  

22日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、一時前日比0.050%低い1.310%
に低下(価格は上昇)した。利下げの可能性を織り込む動きが強まっている2年債に引っ張られるかたちで、
2年4か月ぶりの水準に下がった。  
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◎ 景気・ 経済指標関連  
１２／２５ １０－１２月、法人予測調査 大企業の景況悪化【内閣府・財務省】  
内閣府と財務省が12月25日発表した10-12月期の法人企業景気予測調査によると、大企業全産業の景況判断
指数は0.5となり、7-9月期と比べて5.7ﾎﾟｲﾝﾄ下がった。指数が悪化したのは2・四半期ぶりで、原材料価格
上昇や改正建築基準法、ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ問題の影響がみられた。中堅・中小企業の指数はﾏｲﾅｽだった。  
 
１２／２８ １１月、住宅着工 ２７％減 ～前月比はプラス～【国土交通省】  
国土交通省が12月27日発表した11月の新設住宅着工戸数は前年同月比27.0%減の84,252戸となった。耐震偽
装の再発防止のため、6月20日に建築確認を厳しくした改正建築基準法を施行して以来、5か月連続で2ｹﾀ
台の大幅な下落率を記録。とくにﾏﾝｼｮﾝが6割超の下落率となるなど、大規模物件は回復が鈍く、先行きに
はなお不透明感が強い。  
 
１２／２８ １１月、消費者物価 ０．４％上昇【総務省】  
総務省が12月28日発表した11月の全国消費者物価指数は生鮮食品を除くﾍﾞｰｽで前年同月比0.4%上昇した。
1998年3月以来、9年8か月ぶりの高い上昇率。11月の雇用、生産、個人消費は底堅く、今のところ緩やかな
景気の回復基調は続いているようだ。  
 
１２／２８ １１月、全国有効求人倍率 ２年ぶり１倍割れ【厚生労働省・総務省】  
厚生労働省が12月28日発表した11月の有効求人倍率は0.99倍で、前月を0.03ﾎﾟｲﾝﾄ下回った。1倍を割ったの
は2005年11月以来2年ぶり。厚労省は原油など資源価格の高騰で「中小企業の新規求人が減少した影響が大
きい」とみている。一方、総務省が同日発表した11月の完全失業率は3.8%と前月に比べ0.2ﾎﾟｲﾝﾄ改善した。
 
１２／２８ １１月、現金給与 ３か月連続で前年下回る【厚生労働省】  
厚生労働省が12月28日発表した11月の毎月勤労統計調査によると、すべての給与を合わせた1人当たり平均
の現金給与総額は前年同月比0.2%減の289,466円で、3か月連続で前年を下回った。基本給を示す所定内給
与は0.4%増と1年8か月ぶりに増加となったものの、賞与などを示す特別給与の減少が響いた。  
 
１２／２８ １１月、消費支出 ０．６％減【総務省】  
総務省が12月28日発表した11月の2人以上の世帯の家計調査によると、1世帯当たりの消費支出は282,836円
だった。物価変動の影響を除いた実質で前年同月比0.6%減り、4か月ぶりに前年同月を下回った。自動車購
入の落ち込みが主因だが、総務省は「自動車を除けば消費は堅調な動き」とみている。  
 
１／３  潜在成長率 地域で明暗【日本経済研究センター】  

日本経済研究ｾﾝﾀｰは全国7地域の中期的な経済の実力を示す「潜在成長率」の推計値をまとめた。2020年度
までの平均で関東、中部の2地域が年率2%と高くなる一方、近畿、四国が1%未満の低成長となる。総人口
が減る中、労働者を確保する力や生産性の違いが成長力の差として明確になる。  
 
１／８  ２００７年、新車販売 ２５年ぶり低調【自動車業界団体】  

自動車業界団体が7日まとめた2007年の国内新車総販売台数（軽自動車含む）は前年比6.7%減の5,353,645
台と3年連続で減少し、25年ぶりの低水準となった。人口減や若者のｸﾙﾏ離れ、さらにｶﾞｿﾘﾝ高も重なり販売
減に歯止めがかからない。  
 
１／１６ 地方景気 ４地域で下方修正【日銀】  

日銀は15日、地方の景気を詳しく点検した1月の地域経済報告をまとめ、地域ごとの景気判断を北海道、東
北、北陸、関東甲信越の4地域で引き下げた。住宅投資の減少や原油を中心にした原材料高の打撃が広がっ
ているためで、日銀は全体の総括判断についても前回10月の「緩やかに拡大」から「緩やかな拡大基調」
と表現を修正し、弱さをにじませた。  
 
１／１８ １１月、全国鉱工業生産 １．６％低下【経済産業省】  

経済産業省が17日発表した2007年11月の鉱工業生産指数の確報値は速報値と変わらず、前月比1.6%低下の
110.4だった。2か月ぶりのﾏｲﾅｽ｡業種別では10月好調だった半導体製造装置や印刷機械の反動減の影響を受
け、一般機械が5.6%低下した。  
 
１／１８ ２００７年、全国企業倒産件数 ４年ぶり高水準【東京商工リサーチ】  

東京商工ﾘｻｰﾁは17日、2007年の全国企業倒産状況を発表した。件数は前年比6.4%増の14,091件で、4年ぶり
の高水準。負債総額も同4.1%増の5兆7279億円で7年ぶりに前年を上回った。法改正などに伴い建設業者の
倒産が増えたうえ、原材料高が中小企業の経営を圧迫した。  
 
１／１９ ２００７年、全国百貨店売上高 １１年連続前年割れ【日本百貨店協会】  

日本百貨店協会が18日発表した2007年の全国百貨店売上高は7兆7052億円だった。既存店販売は前年比0.5%
減と、1997年から11年連続の前年割れ。厳しい残暑などで秋冬物衣料の販売が振るわず、米国のｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑ
ﾛｰﾝ問題に伴う株安で高額品の販売も鈍ったため。  
 
１／１９ １月、月例経済報告 基調判断据え置き【内閣府】  

大田弘子経済財政担当相は18日、景気の基調判断を「一部に弱さがみられるものの回復」とした月例経済
報告を関係閣僚会議に提出した。生産や輸出が堅調なことを受けて判断を据え置いたものの、景気の先行
きについて「米経済の下振れﾘｽｸ」を明記。景気の動向に警戒感を強めた。  
 
１／２１ １０－１２月、景況 ５地域で下方修正【財務省】  

財務省は21日の全国財務局長会議で、昨年10-12月の地域経済報告をまとめた。全国11地域のうち東北、近
畿、九州北部、九州南部、沖縄の5地域で基調判断を前回(昨年7-9月)から下方修正。5地域以上の判断を同
時に下げるのは2001年10-12月期に8地域が下方修正して以来。  
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◎ 地域動向  
１２／２６ 県内企業景況２．３ポイント悪化【関東財務局】  
関東財務局が 12 月 25 日発表した埼玉県の法人企業景気予測調査によると、2007 年 10-12 月期の自社景況
BSI は全体でﾏｲﾅｽ 10.2 だった。7-9 月期に比べて 2.3 ﾎﾟｲﾝﾄの悪化。原油高や国内需要の低下を背景に製造
業や中小企業の苦戦が目立った。  
 
１２／２８ １０月、県内鉱工業生産指数 ７．４％上昇  
埼玉県がまとめた 10 月の県内鉱工業指数によると、生産指数は 101.6 で前の月に比べて 7.4%上昇した。19
業種のうち、化学工業や輸送機械工業など 15 業種が上昇。食料品工業、窯業・土石製品工業といった 4
業種が低下した。  
 
１２／２９ １１月、県内有効求人倍率 ８か月ぶり１倍割れ【埼玉労働局】  
埼玉労働局が 12 月 28 日発表した 11 月の有効求人倍率は 0.99 倍と前月を 0.02 ﾎﾟｲﾝﾄ下回った。1 倍割れは
8 か月ぶり。原油高などで中小企業の収益環境が悪化し、一部で採用を控える動きが出ているもようだ。
 
１２／２９ ２００８年度、県内実質 ２．４％成長【埼玉りそな産業協力財団見通し】  
埼玉りそな産業協力財団は 2008 年度の埼玉県内の実質経済成長率が 2.4%との見通しをまとめた。07 年度
予測は 1.8%。個人消費が好調で住宅投資も回復するとみている。ただ米国のｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ問題や改正建築
基準法の影響が長期化するとの声もあり、先行きの見極めが難しくなっている。  
 
１／１０ ２００７年度、県制度融資 前年割れへ  

埼玉県の制度融資の利用が伸び悩んでいる。2007 年 4-11 月の実行額は 1789 億 45 百万円と前年同期比 6.3%
減った。中小企業の収益環境が悪化し、変動金利の「ｽｰﾊﾟｰｻﾎﾟｰﾄ資金」などが苦戦。06 年度は過去最高の
2894 億円だったが、07 年度は前年割れする可能性が大きい。  
 
１／１２ 県、３年ぶり 工業団地新規分譲 ～川越第二、圏央道沿い開発～  

埼玉県は川越第二産業団地(川越市)の分譲を始める。3 月に完成予定の首都圏中央連絡自動車道(圏央道)
川島ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ(IC、仮称)に近い川越工業団地の隣接地で、分譲面積は 10 区画、15.6 ㌶。製造業、運輸業、
卸売業などの進出を見込んでいる。県による工業団地の新規分譲は約 3 年ぶり。  
 
１／１２ １１月、管内経済 １６か月ぶり下方修正「一部に弱い動き」【関東経済産業局】

関東経済産業局は 11 日、2007 年 11 月の管内(静岡を含む関東甲信越 11 都県)経済動向を発表した。新設
住宅着工戸数の落ち込みや雇用情勢に陰りがみられることなどから景況判断を「一部に弱い動きがみられ
るものの、緩やかに回復している」と 2006 年 7 月以来 16 か月ぶりに下方修正した。  
 
１／１２ １１月、消費者物価指数 ０．１％上昇  

埼玉県がまとめたさいたま市の 2007 年 11 月の消費者物価指数は価格変動の大きい生鮮食品を除く総合で
100.5 と、前月に比べて 0.1%上昇した。上昇は 2 か月連続。ｶﾞｽ代や洋服が上昇、教養娯楽用耐久財などは
低下した。  
 
１／１６ 埼玉りそな財団、県立大と産学連携  

埼玉県立大学と埼玉りそな産業協力財団は 15 日、産学連携協定を結んだ。大学の研究成果を活用した企業
の商品開発などを後押しし、地域の医療福祉事業の活性化につなげる。産学連携で覚書を交わすのは県立
大、埼玉りそな財団ともに初めて。  
 
１／１７ ２００６年度末、県の負債 ３．３４％増  

埼玉県は 2006 年度末の普通会計のﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ(貸借対照表)をまとめた。退職給与引当金の増加や臨時財政対
策債の発行が影響し、借金に当たる負債は 3 兆 6584 億円と前の年度末に比べて 3.34%増えた。企業の自己
資本に相当する正味資産は 1 兆 3751 億円と 8.67%減り、財務の悪化が続いている。  
 
１／１９ 鉄道博物館来館 目標の６０万人を突破  

鉄道博物館は 18 日、来館者数が目標の 60 万人を突破したと発表した。昨年 10 月 14 日の開館から 3 月末
までの半年間で 60 万人の来館者を見込んでいたが、2 か月半前倒しで目標を達成した。  
 
１／１９ 県内倒産件数、２００７年３割増【東京商工リサーチ】  

埼玉県内企業の倒産が大幅に増えている。東京商工ﾘｻｰﾁ埼玉支店がまとめた 2007 年の県内企業倒産件数は
520 件で、前年より 30.3%増えた。増加率は全国(6.4%)を大きく上回り、事業所数上位 10 都道府県で最大。
中小企業中心に経営環境は厳しさを増している。  
 
１／１９ １０－１２月、県内中小景況 ７．９ポイント悪化【埼玉県】  

埼玉県がまとめた四半期経営動向調査によると、2007 年 10-12 月期の県内中小企業の景況感 DI はﾏｲﾅｽ 57.2
となった。7-9 月期に比べて 7.9 ﾎﾟｲﾝﾄ下がり、3 期連続で悪化した。建設業や運輸・倉庫業の苦戦が目立
った。  
 
１／２２ １月、県内景況「一部に弱い動き」 ～実質的な下方修正～【関東財務局】  

関東財務局は 21 日、1 月時点の埼玉県内の経済情勢を発表し、「一部に弱い動きがみられるものの緩やか
に回復している」との総括判断を示した。7 段階評価の産業天気図は「晴れ一部くもり」に据え置いたが、
「一部に弱い動きがみられる」との表現が加わる実質的な下方修正。  
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（３）今月のトピック  
●埼玉県におけるレギュラーガソリン価格の推移及び県内中小企業への影響について  
   

レギュラーガソリン価格の推移（埼玉県）
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出所：財団法人日本エネルギー経済研究所　石油情報センター

   ・埼玉県におけるレギュラーガソリン価格の推移をみると、  
    平成19年11月時点の卸売価格は129.8円 /㍑と平成18年11月時点の116.1円 /㍑に比

べ、1年間で11.8%上昇している。  
    また、店頭現金価格についても、平成19年11月時点で148円 /㍑と平成18年11月時

点の132円 /㍑に比べ、1年間で12.1％の上昇となっている。  
 

・埼玉県四半期経営動向調査【平成19年10～12月期（調査対象2,200企業中、回答
数1,387）】によれば、県内の中小企業の72.6%が、原油・石油製品・原材料価
格上昇分を受注単価（製品単価）に「転嫁できない」としている。  

・業種別にみると、「転嫁できない」の割合が高い業種は、「食料品 (85.1%)」、
「家具・装備品 (81.8%)」、「印刷・出版 (78.8%)」、「不動産業 (93.8%)」、「運
輸・倉庫 (93.5%)」、「情報サービス業 (90.2%)」などとなっている。  

～～内容について、ご意見等お寄せください。～～  
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